2014国民春闘討論集会
基調講演Ⅰ
「正々堂々と賃上げの主張を掲げよう－2014春闘の課題と展望」
　　　　　　　　　　　　                  　連合総研主任研究員　江 森　孝 至
　
【はじめに】

ご紹介いただきました連合総研の江森と申します。９月まではフード連合におりました。よろしくお願い致します。今日は北海道の各地から多くの皆さんに集まっていただいて、今年の春闘をどう闘うかということについて学習をしたり、意見交換をしたりという大事な討論集会にお招きいただきましてありがとうございます。
　自治労北海道の櫛部さんから講演の依頼をいただきましたので、ひょっとしてTPPのテーマかなと思っておりました。連合全体としてはTPP推進のスタンスですが、フード連合はTPPに反対だということを3年前に明確にしています。連合の中で反対のスタンスを明確にしている数少ない産別だと思います。せっかく北海道でお話をする機会を得ましたので、おそらく春闘の山場近いところでTPPも交渉の大きな山場を迎えることになると思いますので、こういった話ものちほどしていきたいと思っています。
　私は元々出身が全専売労働組合です。専売公社に入社して、26歳の時に全専売の本部に中央執行委員として行きました。当時の専売公社の仕事は3年半。職場では分会長1年と支部の執行委員1年ということで、労働組合の専従になった頃の官公労は在籍専従が5年しかできませんでした。今は7年だと思いますが、1期が2年ですから、26歳で出ていくと2期4年、30歳で職場に戻るのかなと、なんとなく思っていましたが、4年半でJTという民間になりまして、5年の専従の制限がなくなったということで引き続きやるということになりまして、結果として33年間労働組合の専従役員をやることになりました。
官公労と民間の両方を単組で約20年経験して、その後連合本部に行き6年間政策を担当しました。そして私が連合でやっていた時にフード連合の事務局長が現職でなくなるということになりまして、急遽帰ってこいという話になりまして、産別の経験が全くないままいきなり事務局長をやって、事務局長を5年、そして今年の9月まで会長2年ということで、33年間結果として労働運動に関わることになりました。
　今日は「正々堂々と賃上げの主張を掲げよう」というテーマでお話しさせていただきます。今日の資料の中にも入れていただきましたが、3ページに「羅針盤」という印刷物があります。今日お配りされている「月刊労働組合」という雑誌がありまして、ここの記者が9月のフード連合の大会に入っておりました。大会後、記者から元気の出る原稿を書いてくださいと言われて、実はフード連合ではもう少し元気の良い挨拶をしましたが、対外的にいろいろと影響が出ていく部分もありましたので、少し控え目にして羅針盤の原稿を書いたわけです。
今日お話をすることはこの羅針盤の中で書いたこととほぼ同じですが、この字数ではとても書ききれなかった部分も含めて1時間程度のお話をさせていただいて、残った時間でご質問等をお受けしていきたいと思います。
　
【2014春闘情勢と課題】

―2013春闘とアベノミクス―
今年の春闘を一言でいえば、賃金下落傾向のなかで物価上昇と消費税の引き上げという現実に直面している春闘だと思います。1997年をピークにして、以降ずっと賃金は下がり続けてきたわけです。ある意味で労働界がデフレ下の春闘に完全に染まりきっている中で、日銀は2013年度では0.7％程上がり、2014年度は3.3％程上がるだろうと久々に物価が上昇する中での春闘を迎えるということになったわけです。また、消費税も引き上げられるわけですから、従来のような春闘を取り組んでいたのでは、物価は上がって消費税は上がって賃金は下がりかねないという現実が私はあると思っております。そういう意味では、月刊労働組合は「岐路に立つ」という言葉を使っていますが、私は岐路でもいいですが、転換期の春闘にしていかなければならない。労働界として強い意志を持って、今年の春闘を構築していかなければならないと思っています。
　昨年の春闘を振り返ってみますと、政権が自民党に移って、アベノミクスを打ち上げて、そして安倍総理が経済団体に賃上げの要請などをやって、そして春闘の集中回答指定日の前に流通関係の一部でボーナスのアップなどがあって、マスコミはアベノミクス効果といったわけですが、春闘全体が終わってみると前年とほとんど変わっていなかった。フード連合の場合でいうと、中小などは前年より下回るような結果になったわけです。そういう意味でいえば、アベノミクス効果は昨年の春闘ではなかったと言っていいと思います。
　なぜなかったのか。私は安倍総理の個人的なパフォーマンスで終わったからだと思っています。政府も労働界も経営側もデフレから脱却するためには、GDPの6割を占めている内需を拡大しなければならない。賃上げをしっかりやらないとデフレ化の脱却はできないというような共通認識を持って春闘に取り組んだわけではないのです。責任もお互いに確認したわけではない。その結果が私は昨年の春闘の結果になったと思います。
　そういう中で、昨年の5月頃から政府から政労使で話し合おうというボールが投げられてきました。私も連合中央執行委員でしたから、中央執行委員会の中でいろいろと発言をしましたが、連合としてはそういう政府側からのボールは、民主党との分断攻撃ではないか。賃上げは労使自治に関わることなのに、政府がとやかく言う筋合いではないということで、テーブルにつくことについて非常に消極的なスタンスに立っていました。私はその時に連合として警戒感を持つのは分からないことではないですが、では労使自治というのであれば、ここ10数年間の春闘を見てみましょう。労使自治の結果、毎年の春闘が積み上がってきたわけです。その結果、合成の誤謬といわれるようにマクロよりもミクロの論理が優先された。そして分配が歪んで賃金が下がり続けてきた春闘の結果ではなかったかということを考えれば、私はテーブルについて正々堂々と発信すべきではないかということを言ってきました。とりわけ自民党一強体制ということになれば、連合がテーブルにつかなければ政府と経営者だけで来春闘について話し合いをやってしまう危険性もあります。ますます連合の姿が映らなくなる。であれば、テーブルについて全ての労働者を代表する観点から正々堂々と賃上げの必要性を主張すべきではないか。そういう主張をすることによって、今組織率が18％まで引き下がっているわけですから、非正規の皆さんや未組織の皆さんに対する連合としてのメッセージが伝わるし、私たちが2014春闘の取り組むにあたっての正当性を社会的にも発信することができるのではないかと、いろいろな場で私は言ってきました。最終的には連合もテーブルについて政労使で一定の確認を昨年したわけです。
　
―政労使会議と労使交渉の強化―

1970年代はオイルショックがあって、世界中が経済でいろいろな問題を抱えました。その一つとしてオランダもイギリス病と並んでオランダ病というような状況が70年代から80年代の前半にかけてあったわけです。当時のオランダは失業率が14％。この失業をどう解決するのかということは政労使の共通の問題意識になっていました。そして政労使がテーブルについて議論し、「ワッセナー合意」というものを作ったわけです。
具体的にはワークシェアリングです。雇用を守る一つの手段として取り組んだわけです。労働組合がそこに入っているわけですから、確かに短時間勤務になれば賃金は下がりますが、時間あたりの金額は変えないということを約束させたわけです。そして社会保障にも悪影響を与えないようなルールを「ワッセナー合意」の中で作っていったわけです。
　フルで働いていた方々が、例えば子育てだとかいろいろな事情でパートになって働いても時給は変わらず。そしてまたフルタイムに戻っていくというような選択できるような働き方をワークシェアリングの中で作っていったわけです。いわゆる均衡待遇というものを作ったわけです。そういった取り組みを通じて2.4％程まで失業率を下げてきたという歴史があるわけです。オランダモデルです。
　そういう意味ではILOなどは社会対話という言い方をしています。ILOの総会に私も行ったことがありますが、会場で政労使がそれぞれ分かれて一つの条約等を巡って議論をして、最後に議長団が裁判官のようにポンと木槌を叩いて決める。ヨーロッパなどは社会的ないろいろな課題を決める時には当たり前のようにやられているわけです。ところが日本の場合はなかなかそうなってはいないわけです。私は本来であれば民主党政権の時にこういう政労使で物事を決めていくというルールを作っておくべきだったと思います。民主党に政権交代した直後の最初の春闘の時に福田総理だって経済界に向かって賃上げをしてくれと言っているのだから、民主党政権になったらそういうことを連合として働きかけたらどうかということを、私は連合本部の皆さんに言いました。どういうレベルで民主党と話をしたかは分かりませんが、答えはNOだったわけです。自民党時代の政権と同じことをやりたくないと言っていますということでしたが、本当にそんなことで良かったのかというような思いはありますが、こういった社会対話の歴史というのは日本的にはまだまだ少ないと思います。
　今回は政労使会議の確認が資料の方にも入れさせていただきましたが、ページが31ページになります。昨年の12月20日に第5回目の政労使会議を行い、確認した文章が31ページから34ページまでとなっています。具体的にはまた後で目を通していただきたいと思いますが、ここには安倍総理、経済団体、そして連合の古賀さんの名前で連名でサインがされています。この経済の好循環実現に向けた政労使の取り組みについての2段落目に、「企業収益の拡大が速やかに賃金上昇や雇用拡大につながり、消費の拡大や投資の増大を通じて更なる企業収益の拡大に結び付くという経済の好循環を実現することが必要である」とか。その次のページの取り組みの方でいうと、「まずは経済の好転を企業収益の拡大につなげ、それを賃金上昇につなげていく」というようなこと。それから所得拡大促進税制を拡充するとか、復興特別法人税を1年前倒しで廃止をするとかということも書きこまれています。それから中小企業・小規模事業者に関する取り組みということで消費税の転嫁の必要性ということも書かれていますし、非正規雇用労働者のところについても、「ステップアップのための多様な形態の非正規雇用労働者の実現・普及」。これは経営側の言っているような部分も多少入っていると思いますが、「非正規雇用労働者がその意欲と能力に応じて正規労働者に転換する道筋を積極的に広げる」というようなことが書かれていて、言っていること自体はある程度連合の主張が入れ込まれていると思いますが、問題はこれからだと思います。労働協約も確認しただけでは実現できないわけですから、この確認した事項をどうやって紙だけにさせないかということが、まさに今年の春闘の労働側の取り組みにかかっていると思います。
　実は2002年にも政労使で合意した文章があります。何を合意したかというと、ワークシェアリングに関する政労使合意です。2002年の3月29日に結んでおりまして、当時の坂口厚生労働大臣、奥田経団連会長、笹森連合会長、3人でこのワークシェアリングの合意をしました。中身を読むと先程のワッセナー合意に近いようなことも文言ありますが、結果として政労使の合意はできたが、実現されなかったと私は思っております。むしろ雇用危機の中で均等・均衡待遇のワークシェアリングではなくて正規社員のリストラ、そして正規社員がいなくなった部分を若年層を中心とした非正規の労働者で穴埋めし、格差と貧困の拡大につながってきたというのがここ10数年の流れではなかったかと思っています。そういう意味では、今回の合意をどう実現するかが大変重要だと思っております。
マスコミ等では賃上げをする企業の経営者の声が出されていますが、私はベアというような言葉もほとんど出てきていませんから、これから経団連が出す経営労働政策委員会報告の中でもそういった表現は出ないだろうと思います。おそらく年収とかそういった表現になっているのではないかと思いますが、もしそうであれば、一時金でもいいわけですから、これでは従来とちっとも変わらない。やはりベアだとか月例賃金の引き上げというものをしっかりと求めていかなければならないと思っております。へたをすると復興特別法人税の前倒し廃止だけ食い逃げされるということにもなりかねないのではないかと思っています。
　この間賃金は下がって労働分配率も低下傾向が続く一方で、大手の30社だけでも77兆6,000億円程の内部留保を持っているというわけですから、こういう時こそこの儲けを吐き出させるということが私は非常に重要だろうと思っています。併せて購買力を高めるということであれば、日本の格差社会の中で条件が大手に比べれば低い中小の皆さんの底上げ、あるいは非正規の皆さんの底上げということをしっかりやっていかないと、デフレ脱却は難しいと思います。日銀は2013年度は0.7％程消費者物価が上がる。2014年度は3.3％程上がるといっているわけですから、1％以上ということをしっかりととらないと、物価上昇にも満たない賃上げということになりかねないのではないかと思います。
　安倍総理はあれだけ賃上げと言っていますが、アベノミクス3本目の矢は成長戦略ですが、どのようなことをいっているのかというと、産業競争力会議の中で象徴的に出ていると思います。派遣労働を更に拡大していこうだとか、ジョブ型正社員という名の下に正規社員の条件を切り下げていく危険性がある働き方を提案してみたり、あるいは解雇ルールの自由化のようなことを打ち出しているわけですから、こういうことを放っておいたら更に格差社会になり、デフレからの脱却は難しくなるだろうと思っています。成長戦略の邪魔をしているのが今の労働者保護ルールだといっているわけですから、私は安倍さんのいっている中身でも、随分矛盾していると思っています。
　
―“ベアなし春闘”と小泉構造改革―

「ベアなし春闘」ということがずっと言われていますが、実は初めていわれたのが2002年です。2002年という年はどういった年だったかといいますと、日経連と経団連が一つになって今の経団連が作られる。そして2002年の5月にその総会が開かれて、トヨタ出身の奥田さんが初代の会長になるということが内定していました。
雇用情勢は確かに厳しい春闘でしたが、一方の自動車総連は、加藤さんというトヨタ出身の方が会長になった最初の春闘だったわけです。トヨタは過去最大の経常利益1兆円を超すというような状況ですから、全体としては厳しくても、トヨタの労働組合として、自動車総連としてしっかりベアを勝ち取っていこうということを加藤さんは中央委員会等で発言しています。

実は集中回答指定日の前に奥田さんと加藤さんは会っています。その場でどのようなことを奥田さんが言ったかというと、自分は小泉総理に請われて経済財政諮問会議の民間議員になった。構造改革を進めようと思っていろいろと提案しているけれど、官僚だとか抵抗勢力に抵抗されて構造改革が前に進まない。だから今回の春闘は、トヨタはベアをゼロにするという宣言を加藤さんにしているわけです。私はベアに意欲を持っていた同じトヨタ出身の加藤さんに対して、奥田さんは仁義を切ったと思いましたし、構造改革を進めていく手段として春闘を捉えている経営者がいることに私は驚きました。その結果、「あの業績のいいトヨタが」ということでベアゼロが一気に浸透したわけです。春闘決着後トヨタ労組の委員長が、政府と交渉しているみたいだったと感想を漏らしていましたが、あの時トヨタの組合は実質的には政府と交渉をさせられたんです。
　対称的なのは日産で、ルノーからゴーンさんがやってきて、日産の経営を立て直すリバイバルプランを打ち上げて、そして歴史と伝統のある村山工場の廃止等をやってきて目処がついて、ゴーンさんは労働組合の要求を100％のんで、定昇6,000円、ベア1,000円、一時金5.5カ月で妥結したわけです。1兆円を超すトヨタがベアゼロで、リバイバルプランをやったということもあるとは思いますが、日産が1,000円のベアをとった。非常に対象的ですが、あの結果にはそういった水面下の動きは見えにくいところはありましたが、私は小泉構造改革の中でベアなし春闘が作られてきたと思います。
マクロの視点でベアなし春闘が作られてきたわけですから、今年の春闘は労働界がマクロの視点をしっかり持って、ベアあり春闘にしていかなくてはならない。日本の国の有様や国民生活、内需拡大、デフレからの脱却という視点をしっかりと持って今春闘に取り組んでいかなければならないと思うわけです。
　私は春闘の転換期にしていく環境は整いつつあるのではないかと思っております。ただ、ここ10数年間実質的にベアなし春闘が続いてきてしまうと、労働組合の役員も変わってしまってベア要求をしたことがないような単組の役員も増えてきています。そういう意味でいうと、労働組合はどうしても対前年度主義ですから、従来の感覚を変えていくためにも今春闘でしっかりとした要求を掲げて、単年度でとれなくても、来年の春闘にどうつないでいくのかという視点を持って要求を掲げて交渉して闘っていかなければならないと思っています。
個別労使の交渉になれば、100％要求が通ることはないわけです。ただ今回はここで納めるけども、残りは会社のツケだということを最後に確認して来年の春闘につなげなければ、単発で終わったら転換期の春闘にしていくことはできないのだろうと思います。
　連合の方針を入れ込んでおきました。7ページになりますが、この春季生活闘争の基本的な考え方の3段落目、「景気回復と物価上昇の局面にあることを踏まえ、経済成長と所得向上を同時に進めていかなければ、いわゆる悪いインフレになり、社会が混乱する」。ですから、「月例賃金にこだわる闘いを進めて底上げ・底支えをするために定昇相当分2％を確保した上で物価上昇はもとより、生産性向上分を含めて1％以上、そして格差是正分として1％を目安に求めていく」ことがこの中で書かれています。
実は今年の春闘方針を作るプロセスの中で、連合の三役会の中で最初に出たのは、2％＋2％の4％でした。ベア2％を三役会で出して、いくつかの産別から、2％のベアは高すぎるという意見がありまして、連合としては全体として取り組めるようにということで2％＋2％ではなくて2％＋1％＋1％ということにして今回の要求を作り上げた経過があるわけです。ですから、格差是正というところであれば、「1％以上」だけではなくて、＋1％上乗せて取り組んでいただきたいということです。この要求をしっかりと各産別、それから単組が受け止めて要求に反映していかなければならないと思っています。

今春闘で結果が出せなければ、労働組合の責任にされます。政府がこれだけ応援したのに労働組合が駄目だから取れなかったと。だからこそ、取れそうな要求よりも根拠をもったマクロの要求を労働組合はしっかりと掲げるべきだと思います。仮に要求が取れなければ経営者が悪いと言うべきです。そうした交渉を積み上げることが来年の春闘につながると思います。
【フード連合の経験から】

―フード連合の紹介―

フード連合の経験からということで、どんな取り組みをフード連合としてやってきたのか、特に自治労の皆さんはピンとこないのかもしれませんが、中小の皆さんの春闘はどうなっていて、どう支援してきたかということについても資料を使ってお話をしたいと思います。
フード連合は、私の出身の全たばこの総評、食品労連の中立労連、食品同盟という同盟、3つの組織が一つになって2003年の11月に結成されました。その後、サントリーだとかキリンビールだとか味の素だとか、そういう大手が多く入っていた食品労協と一緒になって今の組織になったわけです。食品製造業を中心とした労働組合の集まりで、約300単組ありまして、組織人員が10万5,000人です。8割が300人未満の中小ですが、いろいろな業種がありますから、業種別部会というものを13持っていて、都道府県単位に地区協という組織を持っています。北海道にも北海道の地区協がありまして、フード連合に加盟している単組が結集して、総会だとか幹事会だとか春闘決起集会なども行っています。
　実は、例えばサッポロビールというと、組合員が何千人・何万人いるかと思いますが、約1,500人です。キッコーマンも1,500人程しか組合員はいません。テレビのコマーシャルの影響で大変大きな組織のように思われますが、いわゆる大企業の組合でも専従は2人か3人程度が多いわけです。同期とそん色のない処遇をしていくためにはだいたい40歳前後で単組の委員長を退任して会社の方へ戻ってしまいますので、役員の交代がかなり早いわけです。そうしますと活動の継続性が難しいというところがありまして、なかなか産業政策まで目がいかないという状況があります。
　実は昨年本を作りました。フード連合の本を作って、執行部になったら最低限これぐらいのことは知っておいてくださいと作ったわけですが、一般の書店にも並べましたが、おそらく売れていないのではないかと思います。「労働組合リーダーの本」と探せば、アマゾンでも購入できます。最低限2,500冊作らなければならないということで、組織内に買ってもらいまして、フード連合の事務所で在庫はないようにしておりますので、興味の方がいらっしゃいましたらアマゾンでも何でも結構ですから、買って読んでいただきたいと思います。
―「賃金ビジョン」の策定と有志共闘―　
食品製造業で働いている方々の賃金は、中小も多いことから低いです。昨年の春闘までは製造業23業種中21番目でしたが、今年の春闘は最下位になってしまいました。3年前に私がまだ事務局長の時に、「あり方検討委員会」というものを作って、これからのフード連合の産別のあり方についていろいろと提言をまとめました。その中の一つとして賃金水準を引き上げるための「賃金ビジョン」というものを作りましょうというのを提起して、2年程かけて担当局で昨年作り上げたものがあります。
やはり中小が多いだとか、あるいは10万5,000人の組織ですが、食品製造業で働いている方々は132万人といわれていますから、フード連合は全体の1割も組織化していない。労働組合の影響力が食品産業全体に波及しにくい状況になっている。それから産業政策の取り組みも弱いということもあって、全体としての条件が低いのではないかと思い、全体の賃金水準を引き上げていくためには毎年の春闘だけではなく、目標水準を絶対額で示していく必要があるだろうということで、この「賃金ビジョン」の中には中期的な目標水準、到達水準を絶対額で示したということ。それから最低限このぐらいのレベルはクリアしましょうということを年齢別に設定をした到達水準という二つの物差しを作って、この「賃金ビジョン」の実現、あるいは格差の是正、こういうことを踏まえてそれぞれの単組で要求作りを毎年やっていきましょうということを今回提案しているわけです。今年は「賃金ビジョン」策定後最初の春闘になります。
　それから、春闘の際に2007年以降、単組代表者会議というものを行っております。実は2007年に有志共闘というものを立ち上げました。これは連合というよりも、金属・機械のJAMの小出さんという会長がおりまして、その方はなかなか馬力のある方で、中小共闘を立ち上げてパート共闘を立ち上げて、もう一つ有志共闘を立ち上げようということで、それぞれ役割分担をして中小共闘はJAMがやります。パートはサービス・流通連合がやります。では有志共闘はということでフード連合にまわってきて、私の前任者が有志共闘の座長をやり、次いで私が座長を2年間やったわけです。

この有志共闘は、トヨタや金属労協だけに相場を依存するのではなく、もっと幅広い産別が結集して、相場形成に関わっていこうではないかということでスタートしたわけです。連合とすると、あまり金属労協を刺激したくないということもあって、連合は春闘方針でも触れていませんでしたが、ある意味では有志の集まりであり、主体的に作っている共闘ですということで有志共闘という名前にしたわけです。
　いうなれば、春闘相場に大きな影響力を持つ金属労協は為替相場一つで大きく業績が変わるわけです。そうするとその時々の輸出産業の業績で春闘相場が大きく変わってしまう。それだけではなくて、日本はGDPの6割が内需ですから、そういう内需型の産業がもう少し集まって春闘相場に影響力を持つ必要性があるのではないかという問題意識でこの有志共闘を立ち上げてきたわけです。最初は6つの産別でスタートして、その後自治労に入っている全国一般だとか紙パ連合も入っていただいて、8産別で活動してきました。
実は1988年にも似たような動きが時限共闘としてありました。1988年ですと急激な円高があった年で、このままだと金属労協・輸出産業が大変だということで、3次産業共闘というものを組みました。これは私鉄だとか全電通だとか、当時のたばこ共闘だとか、かなり幅広い産別が集まって有志共闘がやっているような金属労協だけに依存しない春闘相場作りをやって、一定の成果を上げて単年度で終わってしまいました。有志共闘も3年程で解散しても良いような体制でスタートしましたが、共闘連絡会議を立ち上げても、なかなか相場形成ができるような状況ではないということでずっと続いてきてしまったという経過があります。今年は有志共闘を立ち上げるということにはなっていませんが、そういう有志共闘に対応するということでフード連合として3つの条件を単組に課して単組代表者会議を招集しました。
　一つはフード連合の方針に踏まえた要求作りをしている単組なのか。二つ目には集中回答指定日に回答を出せる単組なのか。三つ目が重要ですが、結果を公表できるかどうか。この3つをクリアできる単組の委員長に集まってもらい、集中回答指定日の前に意見交換をして最低限このぐらいをクリアしようということを相談して結束して、有志共闘への対応をしてきました。今春闘もこうした取り組みをフード連合としてやっていきます。
　三つ目の情報公開がなかなか連合全体の中ではできていません。数字を出すということはなかなか難しく、定昇維持だとか賃金構造分維持だとか、そういう日本語の表示が多いものですから、これでは中小に対する波及効果があまりにも弱いのではないかということで私は共闘連絡会議の全体会議等の場でも発言をしてきました。定昇とはいくらなのか。賃金構造分とはいくらなのか。金額で示してほしいということも何度か言ってきて、春闘が終わった後に出されるようになりましたから、今春闘でも出された数字をしっかり活用していく、そして中小の賃上げにつなげていくということが重要ではないかと思っております。
　
―中小労組支援の取り組み―

中小支援について少しお話をしてみたいと思いますが、資料の方は18ページからです。これは私が「月刊労働組合」の記者に話したものをまとめていただいた文章です。ベアなし春闘のお話をしましたが、ベアなし春闘は続いてきてどういう状況が起きたかといいますと、大手と中小の格差が更に拡大したということです。大手は6,000円、7,000円の定期昇給制度がありますから、ベアがとれなくても一定の水準は確保できるわけです。ところが中小の場合は定期昇給制度そのものがない。毎年交渉しないと定昇水準4,500円さえとれないわけですから、格差がだんだんと拡大してしまいました。
フード連合でもそうでした。そこで今までも中小共闘センターというものを立ち上げて情報の提供なども行ってはきましたが、それだけでは不十分ではないか。それこそ役員が変わってしまえば、春闘の要求書もしっかりと作れないだとか、交渉も行ったことがないだとか、そういう単組が増えてきているわけですから、フード連合本部にいる専従者と、それから4つのブロックにブロック局長・専従者を配置していますので、こういった人たち。それから部会は13ありますが、部会長の皆さん。3人で一つのチームを作って、それぞれブロックごとに中小労組の支援に入ることにしました。
やる気のない単組に入っても迷惑がられるだけですから、基本はやってみたいという中小に手を上げてもらって、そこをエントリーしてもらって重点的にやるということにしました。特に部会の部会長は、フード連合中央執行委員でもあるわけですから、その方々に入ってもらう。例えば醤油関係であればキッコーマンの委員長が部会長となるわけです。食肉であれば日本ハムか伊藤ハムがなります。その部会のリーディングカンパニーの労働組合が部会長をやるわけですから業種への影響も大きいし、その大手企業の周りにはいろいろな中小がグループ企業としてあるわけです。大手はベア要求しないから定昇確認だけで暇でしょう。だったら皆さん、周りにいる中小の皆さんの手伝いをしてくださいということで、一緒に行ってもらったわけです。大手の方々もよく中小の実態を分かっていないわけですから、彼らにとっての刺激にはなったのではないかと思うわけです。
私も2年ほど入ってきまして、やはり実際に入ってみて感じたのは、中小の皆さんが自分たちの賃金水準だとかを分かっていないんですね。ですから、フード連合が方針でいくらと決めるとそのまま要求として会社に出すわけです。要求の根拠をしっかりと持って交渉しないと経営側にはとても立ち向かうことができないわけです。
　それでまず賃金データを会社に求めなさいと言っても、会社がなかなか出してくれませんから、では組合員全員を対象にして賃金支払い日にアンケート調査を行ってもらい、それを集計してフード連合に送ってもらい、回帰分析をしてグラフにするというようなことを行ったわけです。資料では21ページにありますが、これはI労組、いばらく乳業の資料ですが、雪印乳業のグループ会社です。個人のデータを入れるとプロットとなりますが、このデータを送ってもらいまして、フード連合の労働局で回帰分析するとこのようなカーブになるわけです。このカーブと標準生計費、それからフード連合全体の賃金カーブや100人未満・300人未満、それから最近は地場の賃金も入れておりますが、それを一つのグラフにすると下にあるようなグラフになるわけです。
プロット図を見るとわかるとおり20代から30代前半の水準が低くなっています。これは雪印事件の影響で、グループ会社も初任給や賃金が抑えられた結果です。入社した年が悪かったではすまされません。構造的な問題、賃金カーブの歪みです。
このように回帰分析をするとカーブのどこが歪んでいるのか、どれほど格差があるのか、ということがよく見えてくるわけです。これをもって要求作りをし、交渉してくださいということで取り組んでいただいたわけです。こうすると格差が見えます。カーブの歪みが実際に見えてこないと地についた要求にはなかなかならないわけです。そして労使で自社の賃金の抱えている問題点を共有化して、単年度の春闘でできないとするならば、3年がかり5年がかりでどうするのかということをしっかり労使で議論してほしいことと、もう一つは賃金制度がない、定昇制度がないのは大きいわけですから、定昇制度を作っていくための議論をしっかりやってほしいということを数年がかりでこの間やってきているわけです。
実は中小企業の社長も自分の会社の従業員の賃金もこういうカーブは作ったことがないわけです。毎年鉛筆をいじりながら行ってきた結果、これほど歪んでしまったということを初めて知るわけですから、こういう客観的なデータを示すと経営に対してもインパクトもあるわけです。こういうような取り組みをフード連合としてはこの間行ってきまして、今年もまた取り組むことにしているわけです。
　
【労働基本権と当事者能力の発揮】

官公労働運動と民間労働運動について少しだけお話をしたいと思います。
私も元官公労ですから分かりますが、最たる労働条件の賃金が自主交渉で決められない。仲裁裁定や人事院勧告でしか決められない。そうすれば自分たちの代表を国会に送り込もうという意識は当然生まれてくるわけですから、政治に敏感になってくる側面があると思います。それから官公労の場合は民間のように競争原理をストレートに入れられていないということがいえると思います。やっている仕事も公共性が高い。そういう意味でいうと、私は民間との違いはその辺に出てくるだろうと思います。
一方民間はどうかといいますと、経営のやり方ひとつで労働条件や雇用が大きく危うくなる。為替レートが変わることによって企業や産業の競争力が変わって雇用にも影響する。そういう状況に置かれていれば、当然経済だとか会社の経営に敏感にならざるを得ない立場に立たされているのが民間の労働者だろうと思います。ですから産業政策に対しても強い関心を労使双方が持ってきたのが民間の労働組合の置かれてきている状況であり歴史ではないかと思います。
　一方では経営の影響力を強めようと思えば、労使協議だとか、あるいは経営参加を通じて関わっていくわけで、同時にこのことは企業間競争に巻き込まれやすい側面も民間の労働運動は持っていると思います。
全専売から全たばこになって最初の春闘は1985年の4月でした。その時なかなか当時のJTの新しい経営陣は決断をしませんでした。大蔵省の方ばかり見ていたわけです。全電通、NTTは妥結したのに、なかなか当時の経営陣は決断をしなかったので、団体交渉が決裂したことがありました。それがきっかけで、集中回答指定日に会社が回答を出すようになっていったわけです。
私はそこで特に感じるのは、法律的に労働基本権が獲得できたから、お互いが当事者能力を発揮できるものではないことです。法律的に担保しても、それだけの力が互いになければ自主交渉はできない。あるいは、当事者能力を発揮できないということだと思います。公務員の場合は自公政権の成立で労働基本権が遠のきました。賃金のカットばかりがつまみ食いされたような感じですが、私はこの労働基本権を獲得していく時には、そういう側面をしっかりと見つめて職場の運動も含めて行っていくことが重要ではないかと思っています。
　
【その他の課題】

―なぜTPPに反対しているのか―

その他の当面する課題ということで、二点ほどお話をしたいと思います。
TPPについて、この資料の中に入れさせていただきました。二種類ほど入っているかと思いますが、フード連合としては先程反対というスタンスを明確にしたと言いましたが、経済連携協定そのものを反対しているわけではありません。国益にかなう経済連携協定はどうあるべきかと考えた時に、TPPは得るものよりも失うものがはるかに大きい。国益を損なう恐れが極めて高い。ですから、フード連合は反対を決めたわけです。
かつてはG7、G8というアメリカを中心とした先進諸国7カ国、8カ国が集まって世界の秩序を決めていた時代がありました。その後G20、20カ国集まってもなかなか決められない。ブリックスや中国が台頭してきてアメリカ流の世界秩序がなかなか作りにくくなってきたことが底辺としてあると私は思います。
　元々このTPPは、ブルネイだとかシンガポールだとかチリ、そういう小国が集まってスタートしたわけですが、そこに急遽アメリカが入ってTPPの枠組み、性格が大きく変わったのです。その一つの背景に日本の政権交代があると思っています。民主党のマニフェストには「東アジア共同体構想」が入っていて、鳩山さんはそのことを総理になった際に言ったわけです。「東アジア共同体構想」にはアメリカは入っていません。東アジアを中心にした枠組みですから。そうするとオバマ大統領とすると慌てます。アメリカ抜きの経済連携を民主党政権はやるのかということで、アメリカ流の秩序や輸出戦略を実現させるために小さな4つの国が集まったTPPに入って、そしてアメリカのルールをこのTPPの枠組みで作っていきたい、ということがオバマ大統領の戦略だと思うわけです。
台頭する中国をけん制しながらアメリカ流の貿易ルールを環太平洋地域に構築をする。そしてオバマ政権の公約である国家輸出戦略。5年間で輸出を倍増させて200万人の雇用を創出させる。そして今年の秋の中間選挙に臨むということがオバマ政権の大きな戦略だろうと思います。まさにその戦略の枠組みで今TPPの交渉が行われているわけです。
　農業問題でいえば、北海道は特に大きな農業地域ですから関心が強いと思います。日本の食糧自給率が40％を下回っているなかで、中国をはじめとした途上国が経済成長していけば肉を食べるようになる。穀物の自給が爆発的に増えてくる。そしてそこに投機マネーが入って、ちょっとした価格の変動が大きくぶれるようになる。穀物価格はずっと右肩上がりになっていますから、今や食料は石油と並んで投機的なものになって、国家的戦略物資になってきているという問題意識をしっかりと持っていかなければならないと思います。TPPは農業問題だけではなく21分野で交渉がされています。
　例えば知的財産権でいうと、特許権だとか著作権で、世界銀行の調査によれば、2011年で9.6兆円アメリカに入っています。今の為替でいうと12兆円が著作権でアメリカに入っているわけですから、著作権30年を50年、50年を70年、70年を100年にしたい。くまのぷーさん、ディズニーが持っていますが、年間1,000億円入るわけです。おそらくミッキーマウスだともっと入っているのではないかと思いますから、意外と知られていませんが、知的財産というのも非常に大きなTPPの交渉の事項になってきているわけです。そういう意味でいうと、今回後ろの方に出ていますが、3月15日、日本が交渉参加を表明した日にフード連合をはじめとして9産別が共同声明を出しました。25ページになります。ここでフード連合から労済労連まで9産別。もう少し多くの産別にも声をかけましたが、趣旨は賛同できるが名前は出せないというところがあり9産別になりました。TPPは決して農業問題だけではないということを知ってもらう意味で、共同声明というかたちで出させていただきました。
　関税を撤廃したら日本の輸出は伸びるのか。今のTPPの枠組みでいうとアメリカと日本だけでGDPの9割を占めるわけですから、アメリカが日本に輸出するのか、日本がアメリカにするのか。簡単にいえば、そういう枠組みだと思います。自動車については、TPPに入る際に日米交渉で約束されられています。日本は関税ゼロまでアメリカは自動車の関税を撤廃しない。乗用車は2.5％、トラックは25％の関税は下げません。急激に日本車の輸入が増えたのであれば、輸入をストップさせることができますということを約束させられて、日本はTPPに入れてもらったわけです。日本は交渉のカードを入口で切らされています。それから電機の関係でも、私は日本の電機産業が韓国のサムスンにやられたのは決して関税の問題ではなく、ウオン安だと思います。それと、「追い出し部屋」といわれるようなことがあったのか、なかったのかはよく分かりませんが、非常にリストラが厳しい中で年齢の高い方々がサムスンにヘッドハンティングされて、そしてサムスンへの技術移転が急速に進んで競争力を高めたということも、サムスンにやられた大きな要因としてあると思っています。
そうすると、トータルで見て果たして国益のためになるのかというと、私はマイナスの方がはるかに大きいのではないかと思っています。軍事力をアメリカに大きく依存している日本がアメリカと対等の立場で交渉できるとは思えないわけです。
一方では、ASEANでは経済共同体という議論が進んでいます。ほとんど日本では報道されていませんが、2015年までにそういった共通のルールでできる貿易圏を作っていきたいというものがあって、ASEAN＋3になればASEANの10カ国に加えて日中韓が入るわけです。インドネシアなども入っているわけですから、私はTPPの枠よりも、ASEANを中心とした枠組みの方が大きな成長戦略につながっていくのではないかと思います。時間がかかるかもしれないし、TPPのようにアメリカ中心のトップダウンはできないかもしれませんが、国益のことを考える貿易協定であれば、私はアジアを中心とした枠組みを第一に考えていくべきではないかと思っています。
結局これまでも「年次改革要望書」というものがアメリカから出されて、郵政が民営化されて、派遣法が改悪され、大店法が改悪されてきました。その結果、アメリカ流の規制緩和がされて、アメリカ流の格差社会になって貧困が社会的に問題になって地方が疲弊してきた。私はこれと同じことがこのTPPの枠組みでやられていくのではないかと思っています。
　国内事情で、昨年はオバマ大統領がアジア諸国を回ってTPP会合に参加することができませんでしたが、4月には来日することになっています。おそらくそれに向けてTPPの最終交渉をやっていきたいということがアメリカの大きな狙いだろうと思います。
そういう意味では3月が大きなTPPの交渉の山場になるのではないかと思っています。オバマ大統領が来日する前におそらく閣僚会合等で詰めるものは詰めていきたいということになっていくのではないかと思いますので、それらを踏まえて私どもとしては交渉内容を公開させ、その問題点を指摘するような取り組みを幅広く行う必要性があると思っています。
もう一つは、大店法もそうですし、派遣法もそうですし、郵政民営化もそうですが、こういう規制緩和の流れは国内の規制緩和を進める勢力と常につながりながら、外圧を黒船として使って内部の改革をしようという勢力は国内にもいるわけですから。例えば産業競争力会議の言っていることとTPPでアメリカが言っていることは極めて近いです。私はTPPを使って一気に規制緩和を国内で進めようという勢力が水面下でつながりながらやっていくという危険性に注目していかなければならないと思っています。
アメリカは議会の力が非常に強い国ですから、大統領がサインをしても議会がOKと言わなければ批准できません。その一つがTPAという貿易促進権限という権限がありまして、今は失効中です。オバマ大統領がサインをしてもこの法案が通らなければ共和党が中心、民主党でも反対する方々は結構いますから、私はオバマ大統領がサインをしても本当にその通りに議会で決められるかどうかは分からない。もし決められないということになれば、議会からいろいろな圧力がかかり、再交渉してもう一度二国間交渉で交渉をやり直せということにもなりかねないと思っています。
　
―組織の拡大で掛け算の組織に―

だいぶ時間が短くなってきたので、組織の拡大だけ少しお話をしたいと思います。フード連合は結成した時は10万5,000人、一時は9万5,000人を下回る状況があって、グループ企業の組織化とパートの組織化を行い、どうにか10万5,000人まできました。パートの組合員は8,300人、正規の組合員が減って、その分パートを組織化してとんとんにはなりましたが、組合財政は厳しいものがあるという状況です。連合は「1000万連合」に取り組んでいますが、自治労も100万だったのが今85万人程になっていますね。やはり非正規の組織化は避けて通れない状況になっていると思います。
フード連合の中でもパートの組織化を先進的に取り組んだところがあります。例えば日本ハムです。日本ハムは正規よりも非正規の方が多いです。36協定も締結できないような事業所が増えてきてしまった。これで本格的にパートの組織化に取り組んだわけです。その際にパートで働いている女性の皆さんは契約更新をずっと続けてきたわけですから、組織化をする組合専従役員のお母さんぐらいの年代です。その方々に労働組合に入ってほしいという働きかけをするわけですが、メリットは何があるのか、そういう厳しいことを息子ぐらいの専従者が言われてしまうと、冷や汗をかきながら一生懸命答えようと勉強するわけです。専従者は皆正社員でユニオンショップで入ってきていますから、いつの間にか組合費が取られているので、組合に入った感覚があまりありません。ところがパートのお姉さん方々からそういう厳しい指摘をされるわけです。そういうことをしながら、最初はオープンショップでやってきて、50％を超えてから会社と交渉をしてユニオンショップで協定を結んで全部組織化したわけです。

私はこの組織化を見ていて感じたのは、組織化というのは単なる数の問題ではなく、人材育成の場であると思っています。やはり組織化を行っている組織は若い方々が育っています。そういう冷や汗をかくような経験をしているということです。それから今までは非正規というと、どちらかというと組織化の対象にしてなかった。異質だったかもしれない。その方々を抱え込むことによって、会議の運営の仕方から何からこれまでの組織運営について見直しが求められるわけです。ある意味ではこれは組織の活力に転嫁していく部分があると思っています。組織の拡大は数だけではなく、質を必ずや伴っていくのではないかと思うわけです。
「同質の集団は足し算、異質の集団は掛け算」という言葉がありますが、まさに組織拡大はこういった掛け算の組織にしていく可能性を秘めているのではないかと思います。
　
【おわりに】

昨年、憲法改正で96条を改正しよう、衆参の発議要件を3分の2から2分の1にしようという動きがあるなかで、憲法記念日の前にある講演会を行いました。右翼団体の一水会の最高顧問の鈴木邦男さんという方の講演会です。この方は市ヶ谷で割腹自殺をした三島由紀夫の介錯をした森田必勝という方々と一緒に右翼運動を行っていた方です。
40年以上も右翼運動を行ってきた方の講演を聞きに行って、その方が自分は40年以上の憲法改正を訴えてきたが、今の自民党政権に憲法に手をつけさせるのは非常に危ない。もう少しじっくり腰を据えて憲法問題をやるべきだということを言っていました。自由のない自主憲法よりも自由のある押しつけ憲法を私は選択するということを言っていたわけです。当然TPPも反対だと言っていました。安倍さんが本当の右翼だったらTPPは反対すべきだと私は思います。それからネット右翼だとか、新大久保でのヘイトスピーチをやっている右翼、ああいうのを見ていると同じ右翼として情けないということを言っていました。本来の右翼はあのように排他的ではないと言っていました。
そして自分が40年間、右翼の活動家として活動を続けられたのは、やはり全共闘という左翼がしっかりしていたからだと言っていました。殴り合いのケンカをやってきたし、あいつらに負けたくないから勉強もしたし、理論武装もしてきた。だから、俺たちは右翼として続けられた。今右翼が駄目になったのは、左翼が駄目になったからではないかというようなことも言っていたわけです。　
　自民党の一強体制のなかで、安倍さんが暴走しつつあると思います。かつては自民党の中でも、宏池会に代表されるようなハト派もタカ派もいて、擬似的な政権交代を派閥単位で行ってきました。今はハト派の人たちが引退、落選をしている。いてもなかなか声が出せないような雰囲気が自民党の中にあってタカ派の暴走が始っています。自民党ハト派の役割を連立を組んでいる公明党が行っているような状況ではないかと思います。
次の政権交代を考えるのであれば、こういう時に保守ではない新自由主義ではないもう一つの対抗軸をしっかりと政党の中に作っておく必要があると思います。保守や新自由主義であれば「維新の会」と「みんなの党」で十分です。民主党が中心となってリベラル勢力の結集を行い、自民党に対する対抗軸、受け皿を作っておくということが次の政権交代の展望につながるのではないかと思っています。
　昨年は「連合評価委員会」が最終報告を出して10年ということで、いろいろなところでこの報告が引用されました。報告書では社会の不条理に立ち向かう連合、労働運動であってほしいということが強いメッセージとして出されていたと思います。
まさに格差、貧困は社会の不条理そのものだと思います。物価が上がって賃金が上がらないなんてことになれば、更にこの不条理を拡大させることになると思います。今年の春闘は、まさに労働運動が社会的な不条理に立ち向かえる組織なのかどうかが試される春闘ではないかと思います。
ぎりぎりの時間までお話をしてしまいましたので、残った時間でまた質問を受けていきたいと思います。どうもありがとうございました。
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